
  
 

 

 

 

 

 

 

株式会社大和総研 丸の内オフィス 〒100-6756 東京都千代田区丸の内一丁目 9番 1号 グラントウキョウ ノースタワー 

このレポートは投資勧誘を意図して提供するものではありません。このレポートの掲載情報は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性、完全性を保証する

ものではありません。また、記載された意見や予測等は作成時点のものであり今後予告なく変更されることがあります。㈱大和総研の親会社である㈱大和総研ホールディングスと大和

証券㈱は、㈱大和証券グループ本社を親会社とする大和証券グループの会社です。内容に関する一切の権利は㈱大和総研にあります。無断での複製・転載・転送等はご遠慮ください。

 

IInnddiiccaattoorrss  UUppddaattee 2013 年 2 月 1 日 全 4 頁

 

12 月雇用統計 
 

底堅い動きを継続 

経済調査部 

久後 翔太郎 

 

 [要約] 

 2012 年 12 月の完全失業率(季節調整値)は 4.2％となり、前月から 0.1％pt 悪化した。

就業者数の減少に加え、失業者数が増加していることを考慮すると内容は良くない。12

月の有効求人倍率(季節調整値)は 0.82 倍となり前月から 0.02pt 改善した。雇用関連統

計を単月でみると、就業者数の減少と失業者数の増加から、内容は良くなかったと考え

る。しかし、均してみると、失業率は横ばいで推移しており、底堅い動きが継続してい

ると考えられる。また、新規求人数、有効求人数ともに前月に引き続き増加しているこ

とから、明るい兆しを期待させる内容であった。 

 労働力調査によると、就業者数(季節調整値)は、前月差▲35 万人と 2 ヶ月連続の減少

となった。業種別に見ると、製造業および建設業での減少が目立つ。製造業の就業者数

は前月差▲27 万人、建設業は同▲30 万人と、ともに 2 ヶ月連続で減少した。 

 中国、米国を中心とする海外景気の回復に伴い、輸出の増加が見込まれることから、生

産の回復が期待される。生産が回復してくれば、製造業での雇用調整圧力は減少し、雇

用環境は徐々に改善していくと見込まれる。 

 

図表 1：雇用関連指標の推移 

2012
9月 10月 11月 12月

％ 4.2 4.2 4.1 4.2 総務省
倍 0.81 0.80 0.80 0.82
倍 1.24 1.29 1.31 1.31

現金給与総額 前年比、％ ▲ 0.5 ▲ 0.4 ▲ 0.8 ▲ 1.4
所定内給与 前年比、％ ▲ 0.4 ▲ 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.2
総労働時間 前年比、％ ▲ 1.5 1.1 1.6 ▲ 1.3

所定内労働時間 前年比、％ ▲ 1.5 1.4 1.8 ▲ 1.1
所定外労働時間 前年比、％ ▲ 2.0 ▲ 3.1 ▲ 2.2 ▲ 3.1

（出所）各種統計より大和総研作成
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12 月完全失業率：前月から 0.1％pt 上昇 

2012 年 12 月の完全失業率(季節調整値)は 4.2％となり、前月から 0.1％pt 悪化した。失業者

数は前月から 7 万人増加し、非労働力人口は 24 万人の増加、就業者数は 35 万人の減少となっ

た。就業者数の減少に加え、失業者数が増加していることを考慮すると内容は良くない。 

12月の有効求人倍率(季節調整値)は0.82倍となり前月から0.02pt改善した。内訳をみると、

有効求職者数が 4 ヶ月ぶりに減少した一方、有効求人数が 2 ヶ月連続の増加となった。有効求

人倍率に先行する新規求人倍率は 1.31 倍となり、前月と同水準であった。内訳をみると、新規

求人数は前月から増加、新規求職申込件数も 3ヶ月ぶりの増加となった。 

労働力調査の結果を単月でみると、就業者数の減少と失業者数の増加から、内容は良くなか

ったと考える。しかし、均してみると、失業率は横ばいで推移しており、底堅い動きが継続し

ていると考えられる。また、新規求人数、有効求人数ともに前月に引き続き増加していること

から、明るい兆しを期待させる内容であった。 

 

図表 2-1：失業率の要因分解          図表 2-2：有効求人倍率と新規求人倍率 
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（注）シャドーは景気後退期。
（出所）厚生労働省統計より大和総研作成  

 

業種別の動向：建設業、製造業の就業者数が大幅減 

就業者数(季節調整値)は、前月差▲35 万人と 2 ヶ月連続の減少となった。業種別に見ると、

製造業および建設業での減少が目立つ。製造業の就業者数は前月差▲27 万人、建設業は同▲30

万人と、ともに 2 ヶ月連続で減少した。新規求人数を見ても、製造業は他の業種と比較し、弱

い動きが継続していることから、足下で製造業の雇用調整圧力が継続していることを確認する

内容であった。一方、医療・福祉での就業者数が前月差 32 万人と大幅に増加したことで、全体

の就業者数の減少が抑えられる格好となった。 
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図表 3-1：業種別就業者数      図表 3-2：業種別新規求人数 
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雇用環境の先行き：徐々に改善へ 

大和総研では、生産の回復を待って、雇用環境は徐々に回復傾向となると見込んでいる。中

国、米国を中心とする海外景気の回復に伴い、輸出の増加が見込まれることから、生産の回復

が期待される。生産が回復してくれば、足下で雇用環境を下押ししている製造業での雇用調整

圧力は減少することから、雇用環境は徐々に改善していくと見込まれる。 
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